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１ 計画策定の趣旨と位置付け 

高森町障がい福祉計画（以下、「本計画」という。）は、障害者総合支援法第 88 条の規定に

基づいて策定する「市町村障害福祉計画」と、児童福祉法第 33 条の 19 に基づく「市町村障

害児福祉計画」を一体の計画として策定する法定計画です。目指すのは、「全ての国民が、障

害の有無にかかわらず等しく基本的人権を享有するかけがえのない個人として尊重される」

ものであるとした、障害者総合支援法の理念を実現することにあります。 

具体的には、地域において必要な「障がい者自立支援事業」、「地域生活支援事業」ならび

に「障がい児通所支援等」の各種サービスが計画的に提供されるよう、令和 8 年度における

障がい福祉サービス等に関する数値目標の設定及び各年度のサービス需要を見込むとともに、

サービスの提供体制の確保や推進のための取り組みを定めます。 

また、本計画は高森町第 7 次振興総合計画「まちづくりプラン」や、高齢者の福祉・介護

保険について策定する「高森町高齢者福祉計画・第 9期介護保険事業計画」、子ども施策を総

合的・計画的に推進するための「第 2 期高森町子ども・子育て支援事業計画」等との整合を

考慮し、策定するものです。 

 

２ 計画の期間 

市町村障害福祉計画及び市町村障害児福祉計画は 3 年ごとの計画策定が基本指針により定

められています。本計画の計画期間は、令和 6年度から令和 8年度までの 3 年間となります。 

 

３ 広域的な協議体制及び横断的な協議体制の設置 

 （１）飯伊障害福祉圏域（南信州広域連合）内の市町村との連携 

    障がい福祉サービスの広域的な推進のため、飯伊障害福祉圏域（南信州広域連合）

において構成市町村との連携に努めます。 

 （２）地域自立支援協議会への参画 

    飯伊障害福祉圏域（南信州広域連合）では、福祉サービス利用に係る相談支援事業

の中立性、公平性の確保、困難事例への対応のあり方に関する協議・調整、地域の関

係機関によるネットワークの構築などに向けた調整を行う「南信州広域連合自立支援

協議会」を設置しています。高森町もこの協議会の運営に参画します。 

 

４ 計画の点検体制と評価方法 

 高森町では、第 7次振興総合計画「まちづくりプラン」の施策において、「ひとりをみんな 

で支えていく福祉の力」を掲げています。その中で、年間の取り組みや成果を検証しつつ、 

有識者や福祉関係者の皆さまから意見をいただきながら計画の検証を行います。 
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第２章 障がい者・児をとりまく現状と課題 

 

１ 障がい者・児の現状 

 

（１） 高森町の人口と障がい者（障害者手帳所有者）数 

                             （各年度 9 月 30 日現在） 

 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

身体 523 人 597 人 570 人 546 人 531 人 

療育 79 人 87 人 88 人 88 人 86 人 

精神 76 人 84 人 94 人 96 人 89 人 

人口 13、034 人 12、967 人 12、925 人 12、906 人 12、774 人 

 ※人口が緩やかな減少傾向にある中で、療育・精神手帳所有者数が増加傾向にあります。 

  難病の方の人数を記載しませんでしたが、難病も障害福祉サービスの対象となります。 

 

（２） 障がい児の就学・療育状況 

 ①飯田養護学校の就学状況 

                             （各年度 5 月 1日現在） 

 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

小学校 5人 6 人 8 人 9 人 9 人 

中学校 5人 2 人 2 人 3 人 3 人 

高 校 6 人 7 人 7 人 5 人 7 人 

 

②飯田市こども発達支援センターひまわりの利用者数 

                             （各年度 9 月 30 日現在） 

令和元年度 令和 2年度 令和 3 年度 令和 4年度 令和 5 年度 

6 人 5 人 8 人 6 人 7 人 

 

（３） 自立支援医療（精神通院）受給者状況 

                             （各年度 3 月 31 日現在） 

令和元年度 令和 2年度 令和 3 年度 令和 4年度 令和 5 年度 

159 人 184 人 195 人 182 人 187 人 
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２ 高森町の障がい者（児）をとりまく課題 

 

①施設入所者の地域生活への移行 

  障害者自立支援法の施行以来、「施設から地域へ」生活や就労を移行する勧奨がありま

す。そのためでしょうか、入所施設の整備は抑制される傾向にあります。現状ではそのニ

ーズが減少しておらず、むしろ介護者の高齢化、精神障害者の増加傾向など、必要性は益々

高まると予想されます。 

  また、地域移行の受け皿としてグループホームの整備が考えられますが、現状では不足

傾向にあります。そのため、障がい者等の重度化、高齢化や「親亡き後」に備えつつ地域

移行を進めるために、重度障害にも対応できる専門性を有し、地域生活において障がい等

やその家族の緊急事態に対応できる「地域生活支援拠点」等の整備が求められます。 

 

②障がいや障がい者が地域で日常生活を送るための理解の促進 

  障がいのある方が、住み慣れた地域で日常生活を送るために必要不可欠となるのが、障

がいのない方の障がいや障がい者に関係する正しい知識や見識を持つことにあります。施

設やサービスの適度な充実に加え、日常生活の中に障がいのある方がいることが当り前に

なり、適度な応援や支援があれば、障がいのある方でも生きやすい地域になるはずです。 

 

③障がいのある方の生きがいや交流の場所づくり 

  障がいのある方から、人と話したい、交流したい、一緒に楽しみたいというお話しを多

数いただいています。これまで、身体障害者協会がそれらの受け皿となり、大きな役割を

担ってきましたが、高齢化による会員の減少で存続が不透明となっています。 

  身体障害者協会への活動支援の充実が必要ですし、加えて協会がなくても生きがいや交

流が持続的にできる場所づくりや仕組みづくりが求められます。 

  令和 6年度からは、ボランティアセンターで、大人から子ども、障がいのある方等を対

象として、多世代交流事業が行われます。 
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第３章 成果目標 

 

１ 本項目の内容と目的 

本項目では、国が定める基本指針に即して、令和 8 年度の成果目標を設定します。また、数値

目標及びこれまでの実績等を踏まえ、令和 6 年度から令和 8 年度までの 3 か年における障害福祉

サービス等の見込み量を定めて、高森町におけるサービス提供体制の計画的な整備を図ります。 

 

２ 障害福祉サービス等に関する成果目標 

 国が定める「基本指針」に基づき、「施設入所者の地域生活への移行」、「福祉施設から一般

就労への移行等」等に関する令和 8年度末における成果目標を定めます。 

 

（１）施設入所者の地域生活への移行 

①基準日での現状 

  令和 4年度末の施設入所者数  13 人 

②国の基本方針 

ア 令和 4年度末の施設入所者の 6％以上を令和 8年度末までに地域移行  1 人 

イ 令和 4年度末時点施設入所者数の 5%以上を令和 8年度末までに削減  1 人 

  ③目標値 

    ア  1 人 

    イ  1 人 

 

（２）地域生活支援の充実 

①国の基本方針 

・市町村で地域生活支援拠点を整備し、支援体制及び緊急時の連絡体制の構築を進める。 

 また、年一回以上、運用状況の検証・検討を行う 

・強度行動障害を有する者に関して、市町村又は圏域で支援ニーズの把握と支援体制の整

備を行う 

  ②目標値 

飯伊圏域に整備済み 

 

（３）福祉施設から一般就労への移行等 

①国の基本方針 

ア 就労移行支援を通じた一般就労への移行者数を令和3年度末実績の1.28倍以上 

   イ 就労移行支援事業所の 5 割以上を、就労移行支援事業利用終了者に占める一般

就労へ移行した者の割合 5割以上  
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ウ 就労定着支援事業の利用者数を令和 3年度末実績から 1.41 割以上増加 

エ 移行率 7割以上の就労定着支援事業 2.5 割以上 

 

②目標値 

ア  2 人 1*1.28  

イ  2 箇所    1*1.5 

ウ  1 人 0*1.41 

エ  1 箇所   0*1.25 

 

（４）障がい児支援の提供体制の整備等 

①国の基本方針 

ア 児童発達支援センターを各圏域又は各市町村に 1か所以上設置 

イ 地域社会への参加・包容の推進体制を各市町村で構築 

ウ 主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所、放課後等デイサービス事業所

を各圏域又は各市町村に少なくとも 1か所確保 

 

②目標値 

 ア  設置済  こども発達支援センターひまわり 

 イ  設置済  飯伊圏域 

 ウ  設置済  こども発達支援センターひまわり、グース、てんとうむし 

 

（５）相談支援体制の充実・強化等 

   ・基幹相談支援センターを設置等 

    ・協議会における個別事例の検討を通じた地域サービス基盤の開発・改善等 

 

（６）障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築 

   ・市町村において、サービスの質向上のための体制を構築 

 

第４章 活動指標 

 

 

 

１ 施設入所者の地域生活への移行等（障害福祉サービスの見込量） 
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（１）訪問系サービス 

 障がいの状態やニーズに応じて、障がい者の自己決定と自己選択を尊重し、在宅で適切な

介護サービスを受けながら生活を継続していけるように、訪問系サービスの充実に努めます。 

 

 

①サービスの概要 

サービス名 内  容 

居宅介護 ･自宅で入浴、排せつ、食事等の介護サービスを提供します。 

重度訪問介護 

･重度の肢体不自由で常時介護を必要とする障がい者を対象に、 

自宅での入浴、排せつ、食事の介護などと共に外出時の移動介護を

総合的に行うサービスを提供します。 

同行援護 
･視覚障がいのある方が外出するときに、移動に必要な情報を提供

し、移動の援助等を行います。 

行動援護 
･常時介護を必要とする重度の障がい者を対象に、危険を回避するた

めの外出時の移動介護などのサービスを提供します。 

重度障害者等包括支援 

･常時介護を必要とする障がい者で介護の必要の程度が著しく高い

場合に対象に、介護をはじめとする福祉サービスを包括的に提供し

ます。 

 

 

 

 

②サービスの見込み量（利用時間：時間、利用者数：人）利用者は年間合計者数/12 

種類 指標 2 年度 3 年度 4 年度 6 年度 7 年度 8 年度 

居宅介護 
利用時間 143 119 120 120 107 107 

利用者数 10 10 11 11 10 10 

重度訪問介護 
利用時間 0 0 0 0 0 0 

利用者数 0 0 0 0 0 0 

同行援護 
利用時間 0 0 0 0 0 0 

利用者数 0 0 0 0 0 0 

行動援護 
利用時間 168 278 269 270 270 270 

利用者数 4 5 4 4 4 4 

重度障害者等 

包括支援 

利用時間 0 0 0 0 0 0 

利用者数 0 0 0 0 0 0 
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③計画量の考え方 

 ・居宅介護   

 これまでの利用実績推移から、今後利用人数は変化せず、利用時間は減ることが予

測されます。 

 ・行動援護 

    これまでの利用実績推移から、今後利用時間数、利用人数は概ね増減なしと予想さ

れます。利用実態としては、集団での支援が難しい障がい者・児が日中活動での支援

を希望する場合に利用されることもが多く、社会参加の機会が増えるに従い増加する

こともあります。 

 ・重度訪問介護・同行援護・重度障害者等包括支援 

    利用実績がなく、今回は計画に見込みませんが、支援体制整備は必要です。 

 

 

 

 

（２）日中活動系サービス 

常時介護を必要とする障がい者に対する専門的な介護サービス、機能訓練や生活訓練、就

労支援のサービスを提供します。また、介護者が病気の場合などの短期入所サービスを提供

します。 

 

 

 

①サービスの概要 

サービス名 内  容 

生活介護 

常時介護が必要な障がい者を対象に、事業所において、食事、入浴、

排せつなどの日常生活上の支援や生産活動や創作的活動の機会の提供

などのサービスを提供します。 

自立訓練 

（機能訓練） 

身体障がい者又は難病等対象者に、定められた期間、事業所への通所、

利用者の自宅への訪問等を組み合わせて、身体機能や生活能力向上の

ために必要な訓練等のサービスを提供します。 

自立訓練 

（生活訓練） 

知的・精神障がい者を対象に、定められた期間、事業所への通所、利

用者の自宅への訪問等を組み合わせて、身体機能や生活能力向上のた

めに必要な訓練等のサービスを提供します。 

就労移行支援 
一般就労等を希望する障がい者を対象に、定められた期間、就労・定

着のために必要な訓練、指導等のサービスを提供します。 



- 8 - 
 

就労継続支援 

（Ａ型） 

一般事業者に雇用されることが困難な場合に、事業所内において雇用

契約に基づく就労が可能な障がい者を対象に、一般就労に向け必要な

知識や能力の向上のために必要な訓練、指導等のサービスを提供しま

す。 

就労継続支援 

（Ｂ型） 

雇用契約による就労が困難な障がい者を対象に、就労の機会や生産活

動の場、就労への移行に向けた支援等のサービスを提供します。 

就労定着支援 

就労移行支援等の利用を経て一般就労へ移行した人を対象に、生活面

の課題を相談を通じて把握します。企業や関係機関等との連絡調整や、

それに伴う課題解決に向けて必要となる支援を行います。 

療養介護 

医療に加え、常時介護が必要な障がい者を対象に、食事・入浴等の介

護の提供、日常生活上の相談支援、社会参加活動支援などを通して身

体能力や日常生活能力の維持・向上のために必要な介護、訓練等を行

います。 

短期入所 

（福祉型・医療型） 

･居宅で介護している介護者の疾病やその他の理由で、障がい者支援施

設等への短期間の入所を必要とする障がい者を対象に、入浴、排せつ、

食事等の介護や日常生活上の支援を提供します。 

 

 

 

 

 

 

 

②サービスの見込み量（利用日数：日、利用者数：人）利用者は年間合計者数/12 

種類 指標 2 年度 3 年度 4 年度 6 年度 7 年度 8 年度 

生活介護 
利用日数 538 579 572 572 570 570 

利用者数 34 34 33 33 33 32 

うち重度障害者の

利用 

利用者数 22 23 23 23 23 23 

自立訓練 

（機能訓練） 

利用日数 60 49 7 0 0 0 

利用者数 2 2 1 0 0 0 

自立訓練 

（生活訓練） 

利用日数 44 36 6 6 6 6 

利用者数 2 2 1 1 1 1 

うち精神障がい者

の利用 

利用者数 1 1 1 1 1 1 
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就労選択支援 
利用者数 0 0 0 0 0 0 

利用日数 0 0 0 0 0 0 

就労移行支援 
利用日数 20 35 3 3 3 3 

利用者数 1 3 2 1 1 1 

就労継続支援 

（Ａ型） 

利用日数 281 282 306 320 320 320 

利用者数 14 14 15 16 16 16 

就労継続支援 

（Ｂ型） 

利用日数 601 533 484 530 530 530 

利用者数 40 37 37 40 40 40 

就労定着支援 利用日数 0 0 0 0 0 0 

療養介護 利用者数 4 4 4 4 4 4 

短期入所 

（福祉型） 

利用日数 23 25 20 25 25 25 

利用者数 13 16 16 18 18 18 

うち重度障害者の

利用 

利用者数 8 10 11 12 12 12 

短期入所 

（医療型） 

利用日数 0 0 0 0 0 0 

利用者数 0 0 0 0 0 0 

うち重度障害者の

利用 

利用者数 0 0 0 0 0 0 

 

 

 

 

 

③計画量の考え方 

 ・生活介護 

    これまでの利用実績推移から、今後利用人数は微減すると予想されます。 

・自立訓練（機能訓練）・就労定着支援・短期入所（医療型） 

 これまでの利用実績がないものは、第 6期は利用 0を見込んでいます。 

 ・自立訓練（生活訓練） 

現在利用されている方の状況を勘案すると、変化しないことが予想されます。 

 ・就労移行支援 

    これまでの利用実績推移から、利用人数を 1名で見込んでいます。 

 ・就労継続支援（Ａ型）（Ｂ型） 

    これまでの利用実績推移から、今後利用人数は微増すると予想されます。 

 ・療養介護 

    これまでの利用実績推移から、利用人数を 4名で見込んでいます。 
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 ・短期入所（福祉型） 

これまでの利用実績推移から、利用人数を 18 名で見込んでいます。 

 

（３）居住系サービス 

地域で安心して暮せるよう、暮らしの場の確保に向けた居住支援を進め地域生活への移行

の促進に努めるとともに、ライフステージ全体において安心して切れ目のない住まいの支援

が受けられるよう、グループホーム及び入所施設の必要量の把握・確保に努めます。 

 

 

①サービスの概要 

サービス名 内  容 

自立生活援助 

･障がい者支援施設やグループホーム等から一人暮らしへ移行を希望

する人を対象に、一定の期間にわたり、適時のタイミングで定期的な

巡回訪問で適度な支援を行います。 

共同生活援助 

（グループホーム） 

･夜間や休日、共同生活を営む住居で、相談、入浴、排せつまたは食

事の介護、その他の日常生活上の援助を行います。 

施設入所支援 
･施設に入所する障がいのある方に対して、夜間や休日における入浴、

排せつ、食事の介護等を行います。 

 

 

 

 

 

②サービスの見込み量（利用者数：人）年間合計者数/12 

種類 2 年度 3 年度 4 年度 6 年度 7 年度 8 年度 

自立生活援助 0 0 0 0 0 0 

共同生活援助 22 23 22 24 24 24 

うち精神障がい者の利用 9 10 10 10 10 10 

施設入所支援 14 13 13 13 13 13 

 

③計画量の考え方 

 ・共同生活援助 

    これまでの利用実績から、利用者数は 24 名を見込んでいます。 

 ・施設入所支援 

    これまでの利用実績から、利用者数は 13 名を見込んでいます。 
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 ・自立生活援助 

これまでの利用実績がなく、第 6期は利用 0を見込んでいます。 

 

（４）計画相談支援等 

   サービス等利用計画の作成を一層促進するため、特定相談支援事業所と連携を図りながら、

相談支援専門員の資質向上に取り組んでいきます。 

 

①サービスの概要 

サービス名 内  容 

計画相談支援 

･障がい福祉サービスを利用するすべての障がいのある方を対象に、支給決定

又は支給決定の変更前後に、サービス等利用計画案を作成するとともに、一

定の期間ごとにサービス等の利用状況のモニタリングを行います。 

地域移行支援 

･障がい者支援施設等に入所している人又は入院している精神障がいのある

方を対象に、地域生活に移行するための相談や住居の確保、サービス提供事

業所への同行支援等を行います。 

地域定着支援 

･施設や病院から地域生活へ移行した人や家族との同居から一人暮らしに移

行した障がいのある方に対し、障がいの特性に起因して生じる緊急の事態等

に常時、相談や対応を行います。 

 

 

 

 

 

 

②サービスの見込み量（利用者数：人）年間合計者数/12 

種類 2 年度 3 年度 4 年度 6 年度 7 年度 8 年度 

計画相談支援 14 14 13 14 14 14 

地域移行支援 0 0 0 0 0 0 

地域定着支援 0 0 0 0 0 0 

 

③計画量の考え方 

 ・計画相談支援 

    これまでの利用実績推移から、今後利用人数は 14名/月と予想されます。 

  

・地域移行支援・地域定着支援 

    これまでの利用実績がなく、第 6 期は利用 0 を見込んでいます。 
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（５）地域生活支援事業 

【１】相談支援事業等  ※活動指標に項目が無いため、消すか移動させる。 

   地域生活支援事業は、障がい者がその能力や適性に応じ、自立した日常生活や社会生

活を営むことができるよう、地域の特性や利用者の状況に応じた柔軟な形態による事業

を効率的・効果的に実施します。飯伊圏域では、利用者が複数の市町村を跨いで事業所

を利用することから、地域生活支援事業はサービスメニューや給付金、日常生活用具の

運用について統一基準を設け実施します。 

 

①事業の概要 

事業名 サービスの内容 

理解促進研修・啓発事業 
障がいや障がい者に対する偏見をなくすための取り組

みをし、共生社会の実現を図ります 

自発的活動支援事業 
障がい者やその家族、それを支える地域住民の、自発

的な活動を支援します 

障害者相談支援事業 
障がい者及びその家族等からの相談に応じ、必要な情

報の提供や軽微な支援を行います 

相談支援機能強化事業 
相談支援において、有資格者を配置し、より専門的な

相談対応を行います 

成年後見制度利用支援事業 
判断能力が不充分な障がい者が成年後見制度を利用す

る際、申し立て経費や後見人等の費用を補助します 

成年後見制度法人後見支援事業 
成年後見制度における後見等の業務を適正に行うこと

ができる法人を確保できる体制を整備します 

手話通訳者・要約筆記者派遣事業 
研修会やイベント等に、手話通訳や点訳などの技能者

を派遣します 

日常生活用具給付等事業 以下に掲げる日常生活用具の購入に対し助成します 

 

介護・訓練支援用具 
特殊寝台、特殊マット、その他身体介護支援する用具、

障がい児が訓練に用いる椅子等 

自立生活支援用具 
入浴補助用具、聴覚障がい者用屋内記号装置、 

入浴、食事、移動等の自立生活を支援する用具 

在宅療養等支援用具 
電気式たん吸引器、盲人用体温計等在宅療養等を支援

する用具 

情報・意思疎通支援用具 
点字器、人口咽頭等、情報収集情報伝達や意思疎通等

を支援する用具 

排泄管理支援用具 
ストーマ装具、紙おむつ等排泄管理を支援する用具及

び衝生用品 
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居宅生活動作補助用具 
居宅生活活動等を円滑にする用具で、設置に小規模な

住宅改修を伴うもの 

移動支援事業 
屋外での移動が困難な障がい者に対して、外出や移動

の支援を行います 

 

②事業の見込み量と具体的な取り組み 

事業名 具体的な取り組み・サービスの内容 

理解促進研修・啓発事業 

・あいサポート研修を毎年実施します 

・広報あったかもりに啓発ページを設けます 

・ヘルプマークの普及に努めます 

自発的活動支援事業 要望や内容に沿って、支援を決定します 

障害者相談支援事業 飯伊圏域障がい者総合支援センター「ほっとすまいる」

と連携を図り、体制を整備します 相談支援機能強化事業 

成年後見制度利用支援事業 申し立て経費や後見人等の費用を補助します 

成年後見制度法人後見支援事業 
成年後見制度における後見等の業務を適正に行うこと

ができる法人を確保できる体制を整備します 

手話通訳者・要約筆記者派遣事業 要請により、技能者の派遣を県に依頼します 

日常生活用具給付等事業（人） 2 年度 3 年度 4 年度 6 年度 7 年度 8 年度 

 介護・訓練支援用具 3 2 2 2 2 2 

自立生活支援用具 0 1 0 0 1 1 

在宅療養等支援用具 0 2 1 1 1 1 

情報・意思疎通支援用具 2 0 0 0 0 0 

排泄管理支援用具 287 272 293 280 280 280 

居宅生活動作補助用具 1 0 1 0 1 1 

移動支援事業 11 13 10 12 12 12 

 

【２】地域活動支援センター事業 

①事業の概要 

   地域の実情に応じた、創作的活動、生産活動の機会を提供し、障がい者等の地域活動

支援を図ります。 

 

②事業の見込み量（利用者数：人） 

事業名 2 年度 3 年度 4 年度 6 年度 7 年度 8 年度 

地域活動支援センター事業 12 13 13 13 13 13 
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③計画量の考え方 

   地域で生活する障がいのある方にとっての居場所としての役割、また社会参加の第一

歩の手段としての役割があり、仲間や職員と触れ合う中で社会生活を送る自信がつき、

次の就労継続支援、一般就労に移行する方がいます。今後も一定の利用があると予測し

ます。 

 

【３】地域生活支援事業（任意事業・その他町単独事業） 

①事業の概要 

事業名 サービスの内容 

訪問入浴サービス事業 
在宅の重度障がい者（児）で、家庭での入浴や施設への

移動が困難な方に、居宅での入浴サービスを提供します 

日中一時支援事業 

障がい者等の日中での活動の場を確保し、障がい者等の

家族の就労支援、及び介護者の一時的な休息の時間を提

供します 

自動車改造費助成事業 
身体障がい者の自家用車を改造することにより、社会参

加や生活圏の拡大を図る支援を行います 

重度心身障がい児者支援事業 
重度心身障害者（児）の介護家族等に不測の事態が生じ

た場合に、短期入所サービスを提供します 

 

②事業の見込み量（利用件数：件） 

事業名 2 年度 3 年度 4 年度 6 年度 7 年度 8 年度 

訪問入浴サービス事業 3 3 3 3 3 3 

日中一時支援事業 2 1 1 1 1 1 

自動車改造費助成事業 0 0 0 0 0 0 

重度心身障がい児者支援事業 0 0 0 0 0 0 

 

③計画量の考え方 

   全ての事業において、概ね例年の利用実績を予想しています。 

 

【４】その他の施策 

①当事者の会、家族会への支援 

   身体障がい者福祉協会、ふたばの会の活動に寄り添うほか、活動補助金を交付します。 

 

②相談、交流場所の設置 

   高森町ボランティアセンター内に、総合相談窓口を設置します。障がい者や介護家族
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からの相談、悩みを傾聴し、課題があれば共に解決します。 

   また、ミニイベントや仲間やボランティアとの交流の場として、「行けば気持ちが落

ち着く」、「ストレスが解消できる」、「楽しい」場所になる取り組みをします。 

 

 

２ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

 活動指標 

項目 R６年度 R７年度 R８年度 

市町村ごとの保健・医療及び福祉関係者に

よる協議の場の開催回数 
2 回 2 回 2 回 

市町村ごと

の保健・医

療及び福祉

関係者によ

る協議の場

への参加者

数 

分野 保健 1 人 1 人 1 人 

分野 医療（精神科） 1 人 1 人 1 人 

分野 
医療（診療科名を

記入） 
1 人 1 人 1 人 

分野 福祉 1 人 1 人 1 人 

分野 介護   1 人 1 人 1 人 

分野 当事者 1 人 1 人 1 人 

分野 家族 1 人 1 人 1 人 

分野 
その他（分野を記

入） 
 1 人 1 人 1 人 

市町村ごとの保健、

医療及び福祉関係者

における目標設定及

び評価の実施回数 

目標設定 1 1 1 

評価の実施回数 1 回 1 回 1 回 

 

 精神障がい者の地域移行支援、地域定着支援、共同生活援助、自立生活援助、自立

訓練については福祉サービスの全体の利用にまとめました。 
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３ 地域生活支援の充実 

 （１）事業の概要 

    地域生活支援拠点とは、障害者の重度化や「親亡き後」に備えるとともに、地域移

行を進めるため、重度障害にも対応できる専門性を有し、地域生活において、障害者

やその家族の緊急事態に対応を図るもので、２つの目的を持ちます。 

   ①緊急時の迅速・確実な相談支援の実施・短期入所等の活用 

   ②体験の機会の提供を通じて、施設や親元から GH、一人暮らし等への生活の場の移行

の支援の提供体制を整備 

 

 

 

 

（２）活動指標 

    地域生活支援拠点等の設置 

コーディネーターの配置 

地域生活支援拠点等における機能の充実に向けた支援の実績等を踏まえた検証及び

検討の実施 

 

 

 

 

４ 福祉施設から一般就労への移行等 

   都道府県が活動指標を作成します。 

 

 

 

 

 

 

 

５ 発達障害者等に対する支援 

   長野県内の発達障害者支援センターは、松本市にある「長野県発達支援・情報センタ

ー」の一箇所です。以下の項目はそれに関連したものになりますが、いずれも実績はあ

りません。 

・発達障害者地域支援協議会の開催回数 発達障害者支援センターによる相談支援の件 

 数 
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・発達障害者支援センター及び発達障害者地域支援マネジャーの関係機関への助言件数 

・発達障害者支援センター及び発達障害者地域支援マネジャーの外部機関や地域住民へ

の研修、啓発の件数 

・ペアレントトレーニングやペアレントプログラム等の支援プログラム等の実施者数 

・ペアレントメンターの人数（県で集計） 

・ピアサポートの活動への参加人数 

 

６ 障害児支援の提供体制の整備等 

 （１）障害児通所支援・入所支援・相談サービス 

   児童福祉法に基づき障がい児が必要な支援を受けることができるよう、療育の場の充実に

努めます。 

 

①サービスの概要 

サービス名 内  容 

児童発達支援 

･障がいのある未就学の子どもが、児童発達支援事業所に通い、日常

生活における基本的な動作の指導、知識の付与、集団生活への適応

訓練などを行います。 

医療型児童発達支援 ･児童発達支援及び治療を行います。 

居宅訪問型児童発達支援 

･重度の障がいの状態にあり、外出が困難な障がい児に対して、居宅

を訪問して、日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付

与、生活能力の向上のために必要な訓練、その他必要な支援を行い

ます。 

放課後等デイサービス 

･放課後や学校休業日において、生活能力の向上のために必要な訓

練、社会との交流の促進その他必要な支援を継続的に行います。 

･学校教育と相まって障がい児の自立を促進するとともに、放課後等

の居場所づくりを行います。 

保育所等訪問支援 

･支援者が保育所等を訪問し、障がい児に対して、障がい児以外の児

童との集団生活への適応のために専門的な支援その他必要な支援を

行います。 

福祉型児童入所施設 
･障がい児入所施設に入所等をする障がい児に対して、保護、日常生

活の指導及び独立自活に必要な知識技能の付与を行います。 

医療型児童入所施設 

障がい児入所施設又は指定医療機関に入所等をする障がい児に対し

て、保護、日常生活の指導及び独立自活に必要な知識技能の付与及

び治療を行います。 

障害児相談支援 ･障がい児通所給付サービス利用の調整を必要とする人に対し、サー
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ビス利用計画を作成します。一定期間ごとにモニタリングを行い、

サービスの適正な利用を図ります。 

 

 

 

 

②サービスの見込み量（利用者数：人）年間合計者数/12 

種類 2 年度 3 年度 4 年度 6 年度 7 年度 8 年度 

児童発達支援 4 4 5 7 7 7 

医療型児童発達支援 0 0 0 0 0 0 

居宅訪問型児童発達支援 0 0 1 1 1 1 

放課後等デイサービス 21 20 21 21 21 21 

保育所等訪問支援 0 0 0 0 0 0 

福祉型児童入所施設 0 0 0 0 0 0 

医療型児童入所施設 0 0 0 0 0 0 

障害児相談支援 5 6 7 8 8 9 

 

 

③計画量の考え方 

 ・児童発達支援 

これまでの利用実績推移から、今後利用人数は 7名と予想されます。 

 ・放課後等デイサービス 

これまでの利用実績推移から、今後利用人数は微増の 21 名と予想されます。 

 ・居宅訪問型児童発達支援 

    これまでの利用実績推移から、今後利用人数は 1名と予想されます。 

・保育所等訪問支援 

これまでの利用実績推移から、今後利用人数は 0名と予想されます。 

 ・医療型児童発達支援・福祉型児童入所施設・医療型児童入所施設 

    これまでの利用実績がなく、第 7 期は利用 0 を見込んでいます。 

 ・障害児相談支援 

    これまでの利用実績推移から、今後利用人数は微増すると予想されます。 

（２）医療的ケア児等のコーディネーター 

①医療的ケア児について 

厚労省の定めたものによれば、医療的ケア児とは、医学の進歩を背景として、NICU 等に長 

期入院した後、引き続き人工呼吸器や胃ろう等を使用し、たんの吸引や経管栄養などの医 

療的ケアが日常的に必要な児童のことです。 
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②活動指標 

医療的ケア児等の支援を総合調整するコーディネーターの配置人数：1人（予定） 

 

 

 

７ 相談支援体制の充実・強化等 

（１）基幹相談支援センターについて 

   地域の相談支援の拠点として総合的な相談業務及び成年後見制度利用支援事業を行

う機関です。 

（２）活動指標 

項目 R６年度 R７年度 R８年度 

基幹相談支援センターの設置の有無 有  有  有  

地域の相談支援事業者に対する訪問

等による専門的な指導・助言件数 
100 件 110 件 120 件 

地域の相談支援事業所の人材育成の

支援件数 
10 件 11 件 12 件 

地域の相談機関との連携強化の取組

の実施回数 
10 回 12 回 15 回 

個別事例の支援内容の検証実施回数 20 回 21 回 22 回 

主任相談支援専門員の配置人数 6 人 7 人 8 人 

 

８ 障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築 

 活動指標 

・都道府県が実施する障害福祉サービス等に係る研修の参加や都道府県が市町村職員に対

して実施する研修の参加人数：2人 

・障害者自立支援審査支払等システム等での審査結果を分析してその結果を活用し、事業

所や関係自治体等と共有する体制の有無及びそれに基づく実施回数 

：無 市町村単独で分析 

・都道府県等が実施する指定障害福祉サービス事業者及び指定障害児通所支援事業者等に

対する指導監査の適正な実施とその結果の関係自治体との共有する体制の有無及びそれ

に基づく共有回数：有 年 3回を予定 

第５章 計画の推進体制等 
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１ 実施体制 

 

（１）役場内における計画の推進 

 計画を着実に進めていくため、役場の庁内関係課をはじめ、関係機関などを通じて、計画の進

捗状況の確認及び推進方法等に対する意見を求めながら、計画の推進を図ります。 

 

（２）地域における各種関係団体、民間企業等との連携 

 本計画は、障がい者の地域移行や就労支援に主眼がおかれているため、高森町だけでなく、町

民、各種関係機関や団体、民間企業等と協力して地域全体で連携しながら、計画の推進を図って

いくことが今後必要になります。 

 そのため、そうした課題を踏まえながら、サービスの見込量や目標等の達成状況を点検・評価

し、計画を推進していきます。 

 

（３）南信州広域連合構成市町村との連携による事業の推進 

 計画の推進にあたっては、近隣市町村や関係機関・団体と連携した対応が不可欠です。広域連

合で設置している地域自立支援協議会を中心として、地域の関係者によるネットワークの構築、

地域の社会資源の開発、相談支援体制の強化、困難事例への対応、各課題解決のための専門部会

の充実等、連携を深めながら本計画の推進体制の充実に努めます。 

 

（４）国・県との連携 

 今後の障がい者施策を取り巻く制度改正なども重要となることから、国・県と連携しながら適

時状況等の変化をふまえて障がい者施策の展開を図っていきます。 

 また、県と連携し、各種研修会やさまざまな研修事業等を活用しながら、障がい者への相談支

援に関する専門職員の指導・育成・配置等に努めます。 

 

２ 進行管理体制 

 

障害者総合支援法第 88条の 2においては、計画に定める事項について、定期的に調査・分析及

び評価を行い、必要があると認めるときは、計画を変更することその他の必要な措置を講ずるこ

ととされています。必要に応じて計画期間中においても本計画の見直しを行うものとします。 

 また、計画期間中には関係機関や障がいのある方から貴重なご意見を頂戴します。計画執行に

活かしつつ、必要であれば新たな取り組みにも挑戦していきます。 

 


